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 台風15号は、中心気圧955hPaの「非

常に強い」勢力を維持したまま伊豆半島

東部側を通過。

 静岡県東部地域では、9月8日22時過

ぎに伊豆半島が暴風域に突入し、暴風

域を離脱する9月9日6時頃まで大きな影

響を受け、広域で停電が発生した。

 台風19号は、中心気圧945hPaの「非

常に強い」勢力を維持したまま東海沖を

北上し、12日19時前に静岡県・伊豆半

島に上陸した後、関東地方を縦断。

 東海と関東では記録的大雨と暴風に見

舞われた。また、12日15時半に静岡県

に大雨特別警報が発表された。

１．台風被害の概要

（１）台風の軌跡

【凡例 15号：青色 ・ 19号：赤色】
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（２）静岡県東部地域の配電線事故と停電軒数の推移

延べ停電回線数 139回線【台風15号】 2019年9月8日 20:00 ～ 9月11日 3:00

延べ停電回線数 172回線【台風19号】 2019年10月12日 15:00 ～ 10月14日 22:00
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（３）非常態勢及び復旧要員

10月12日 10月13日 10月14日 10月15日

社員 静岡総支社 443 464 336 277

協力会社 配電系子会社 62 52 44

配電工事会社 210 210 160 160

計 210 272 212 204

合計 653 736 548 481

〔人〕

復旧要員（概算人数）

第2非常態勢 第3非常態勢 第1非常態勢

13:00 18:00

〔人〕【台風15号】

【台風19号】

9月8日 9月9日 9月10日 9月11日

社員 静岡総支社 300 300 200 150

協力会社 配電系子会社 40 30 30

配電工事会社 90 120 160 140

中部電力応援 90

計 90 160 280 170

合計 390 460 480 320

千葉方面への応援のため減
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富士制御所

沼津制御所

伊豆制御所

伊東事務所

下田事務所

松崎事務所

稲取事務所

熱海事務所

（４）道路通行止めに伴う復旧対応

【台風15号】

 各所で道路通行止めが発生。道路寸断箇所があり河津町天

城付近を境に南北のエリアを分断して復旧にあたった。

⇒下田・南伊豆・松崎・西伊豆地域の『陸の孤島化』

※一時、他所からの応援困難

【台風19号】

 富士エリア、沼津エリアでも台風の影響が想定されたが、被害が

少ないと早めに判断し、伊豆エリアへの応援を決定

 台風通過前、通過後において高速道路含め、各所で道路通

行止めが発生。伊豆南エリアを分断して復旧にあたった。

【台風15号】

【台風19号】
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 倒木（樹木接触）及び、飛来物(トタン等)接触による高圧線の断線や支持金具の損壊が

事故原因の7～8割を占める。

 倒木及び土砂崩れによる電柱被害は４０基程度（台風15号分析値）

（５）- １ 設備被害の状況と特徴（事故原因）

【設備被害の概要】

・倒木による高圧線断線、電柱折損、倒壊 ・電柱上部への倒木接触による支持金具・碍子損壊

・飛来物による高圧線断線 ・土砂崩れによる電柱折損、倒壊

【台風15号】 【台風19号】
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【平均復旧時間】 1配電線あたり、事故原因1箇所であった場合と比較 ※台風15号実績値

「2箇所：+1時間」、「3箇所：+7時間」、「4箇所：+6時間」、「5箇所以上：+21時間」

 事故点が複数存在する場合、事故復旧に時間を要する。これらの原因は、全て倒木(樹木)起因に

よるものであり、停電の長期化を抑制するためには、予防伐採等の措置が必須。

（５）- 2 設備被害の状況と特徴

【台風19号】

【事故原因（事故点）の分析結果】

・平均：130箇所／85回線＝1.53箇所

・1事故、複数事象：25回線／85回線＝29%

【事故原因（事故点）の分析結果】

・平均：137箇所／75回線＝1.82箇所

・1事故、複数事象：28回線／75回線＝37%

【台風15号】
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（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（設備被害例）

◆倒木による道路封鎖
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◆土砂崩れに伴う倒木による道路封鎖

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（設備被害例）
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◆倒木が電線に引っかかり影響

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（設備被害例）
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◆倒木による電柱倒壊

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（設備被害例）



目的外使用禁止 東京電力PG静岡総支社 令和2年2月4日 12

作業日時：2019年10月15日（火）9:40～10:00

仕様機種：マトリス２００V２

（防水仕様、最大ペイロード１．４５ｋｇ）

操作者 ：静岡総支社送電技術Ｇメンバー

場 所：伊豆市月ヶ瀬683-4

作業内容：電柱間 約８０ｍ テグスを張る。

テグス到着後、配電工事会社にて

延線ロープへ繋ぎ込み、高圧線延線
土砂崩壊による電柱流出（ｲﾒｰｼﾞ）

【現地状況】

 配電柱が土砂崩壊により流出

 道路復旧に長期の時間がかかるため立ち入りが困難。

（高圧線の延線ルートが通行不可）

 両端の電柱は双方から車両乗り入れ可。

※両端の電柱について、緊急的に自治体にて土砂除去を実施し、速やかな復旧が可能となった。

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（復旧対応の例_ドローンによる高圧線復旧）
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『 場所：伊豆市月ヶ瀬683-4 』

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（復旧対応の例_ドローンによる高圧線復旧）
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◆大雨による送電鉄塔付近の土砂崩壊

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（設備被害例）
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◆大雨による送電鉄塔付近の土砂崩壊

（５）- 3 台風15号・19号の設備被害状況と特徴（設備被害例）
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（６）河川氾濫による設備被害を想定したリスク対応

■浸水対策
 5mの浸水深では設備が完全に水没するため、事前
対策は不可能

 系統切替（鉄塔上で送電線の接続線を切り離し）
 配電線切替による送電
 浸水による変電設備被害時は、移動用機器を仮設

上記対策により、被害を最小限に抑える

・国土交通省 川の防災情報 引用

【水害検討の基本方針】
静岡県、各市町作成の河川氾濫ハザードマップを
基に、浸水による設備評価を実施
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（６）河川氾濫による設備被害を想定したリスク対応

『対策前』 『対策後』

【凡例】

・・・ お客さま

・・・ 長岡変電所
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２．台風24号(2018年9月30日-10月1日)の反省を踏まえた対応

（１）アクションプラン

課題 アクションプラン 完了時期

ａ．自治体と
の情報共有

①自治体とのホットラインの通話状況を確認し回線を増強 2018年12月
整備完了

②非常災害時の情報共有方法を整備
-１停電発生情報は、電話に加えて既に提供中のＬアラートを活用
-２自治体の災害対応要員向けに、運用の見直しに関する説明会を開催

2019年2月
整備完了

③重要施設について自治体と意識あわせ 2019年2月
協議完了

ｂ．自治体・
地域の皆様へ
の情報発信

①自治体と同報無線の使用協力に加え、市民メールに関する協定締結 2019年2月
協議完了

②ｺﾐｭﾆﾃｨFM，CATV（市町防災計画広報対策記載箇所）などとの連携 2019年2月
協議完了

③情報発信手段の浸透
-１市町の広報誌などへの情報発信手段の紹介記事掲載協力
-２防災訓練・防災展を活用した広報

継続的に展開

ｃ．「倒木に
よる」停電回
避の対策

①設備被害抑制を目的とした樹木「予防伐採」について、自治体等との
協議

協議継続

ｄ．設備被
害に関する通
報

①新たに設備被害通報窓口を設置して、広く設備被害情報「場所」「被
害状況」「通報者」を容易に通報できる体制を構築
-１平時より、継続して設備通報窓口の設置と通報について浸透

2019年6月
整備完了
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（２）アクションプランに対する振り返り

ａ．自治体との情報共有

『自治体とのホットラインの通話状況を確認し回線を増強』

 今まで9回線であった回線を、11市9町＋東部地域局＋賀茂地域局用に計22回線を専用回

線として増強。

（具体事例）：11市9町すべての市町にて、電話はほぼ確実に応答することができた。

 市町と非常災害時の情報共有手段が定まっていなかったことから、Ｌアラートの活用を提案。

（具体事例）：11市9町のうち10市9町にて、Lアラートを活用し停電情報を把握できた。

『非常災害時の情報共有方法を整備』

『非常災害時の情報共有方法を整備』

 人事異動後の各市町の災害対策要員に対し、非常災害時の運用,配電線設備の概要や事故

対応,停電復旧のしくみと停電理由などについて説明会を開催。

（具体事例）：11市9町のうち8市4町で、復旧手順を市民の方に伝える事で納得いただけた。
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（２）アクションプランに対する振り返り

ｂ．自治体・地域の皆様への情報発信

『コミュニティＦＭ、CATV（市町防災計画広報対策記載箇所）などとの連携』

 地域の皆様に情報が行き届かなかったことから、コミュニティFM8局,CATV8局と連携し、情報発

信の多様化について協議実施。

（具体事例）：全コミュニティFM8局にて、番組の合間で停電情報等を適宜放送して頂いた。

ＦＭ伊東なぎさステーションさまからは昨年の台風24号と比較するとＦＭ局への

市民からの問合せは減少したとのお声を頂いた。

『情報発信手段の浸透』

 停電情報の発信手段が市民に浸透していないことから、各市町広報誌へ掲載し、住民へ情報発

信手段の浸透を図る。また、防災訓練,防災展を活用した広報を継続して実施。

（具体事例）：市民に浸透するには時間がかかる。
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（２）アクションプランに対する振り返り

ｃ．「倒木による」停電回避の対策

『設備被害抑制を目的とした樹木「予防伐採」について、自治体との協議』

 『倒木による停電回避対策については、国が進めている関係法令の整理、倒木等撤去の円滑化

に資する』仕組み構築などの検討状況を踏まえ協議を継続する。

（具体事例）：1月14日から、国道414号の伊豆市湯ヶ島地区にて、道路管理者と協働による

予防伐採に関する取組が開始された。

◇ 電線管理者の義務

＜電気設備の技術基準79条【低高圧架空電線と植物との接近】＞

低圧架空電線又は高圧架空電線は、平時吹いている風等により、植物に接触しないよ

うに施設すること。

【樹木伐採の考え方】

・電気設備の技術基準の範囲を越える伐採については、各自治体、道路管理者、地権者、通信事

業者などの関係者で応分の負担検討が必要。

・災害時の障害物除去は、災害対策基本法に基づき、市町村との連携が重要となり、電力設備に

関わる範囲を超える部分は上記同様、関係者での応分の負担検討が必要。

＜災害対策基本法第64条第2項＞

停電復旧の妨げとなる障害物の除去の整理 災害時において、停電復旧の妨げとなる障害物等の除去等の対応は、応急措置を

実施する緊急の必要がある場合に、災害対策基本法第64条第2項の規定により、市町村長が行うことができるとされている。そのた

め、電力会社が直接この権限を行使することはできない。
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●具体的事例（概要）

（２）アクションプランに対する振り返り

『設備被害抑制を目的とした樹木「予防伐採」について、自治体との協議』

令和2年1月8日 定例記者懇談会

「東京電力との自然災害に向けた予防伐採の取組」抜粋
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●具体的事例（費用分担イメージ）

（２）アクションプランに対する振り返り

『設備被害抑制を目的とした樹木「予防伐採」について、自治体との協議』
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（参考）チップ化車輛活用による処分費の縮減

 配電設備における保守伐採費用のうち、約13％は伐採した枝の運搬・廃棄費用。

 伐採した枝のトラックへの積載量に限界があることから、伐採現場と処分場の往復運搬が発生しており、

生産性が低下。

 伐採した枝の現地置きを進めているものの、お客さまのご了解が得られず大半は廃棄物として処分。

項 目 性 能

車両重量 4,600kg

最大積載量 1.45ｔ

ドラム容量 4.0m3

粉砕機回転数
1,300rpm(高速)
1,100rpm(低速)

破砕機による破砕後送
⇒ドラムによる回転り込み

長さ 540cm

幅 176cm

高さ
232cm

伐採木・枝 竹

積込方法 排出方法

ドラム回転及び
ドラムダンプ併用

チップ化
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（２）アクションプランに対する振り返り

ｄ．設備被害に関する通報

『新たに設備被害通報窓口を設置して、広く設備被害情報「場所」「被害状況」「通報者」を容易に

通報できる体制を構築』

 ホットラインも回線数が少なく通話中となり、貴重な通報情報を把握できていなかった。通報情報

を確実に受信出来るように設備通報窓口として専用ＦＡＸを開設

（具体事例）：ホットラインを専用回線にしたこともあり、ＦＡＸによる通報は11市9町のうち2市

に留まった。（参考：ホットライン入電数 220件）
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以 上


